kazoku hendo no shakaigakuteki kenkyu : gendai nihon kazoku no jizoku to hen\u27yo by 加藤 彰彦
加藤彰彦氏博士請求論文審査報告要旨 
 
論文題目 『家族変動の社会学――現代日本家族の持続と変容――』 
 
審査要旨 
 
〈本論文の主題と構成〉 
本論文は、「戦後日本家族の持続と変容」という大きなテーマについて、理論的および
実証的の両面からの解明に取り組んだ精力的な研究成果である。 
このテーマに関する本論文の議論において論者は、戦後半世紀の日本家族変動に関連す
ると考えられる各時期を代表する家族現象から五つの課題(「核家族化」「主婦化」「パー
ト主婦化」「離婚の増加」「未婚化」)を取りだし、それぞれを理論的ならびに操作的に定
義したうえで、日本の戦後家族を記述するさいに現在もっとも信頼性の高い関連データと
みなしうる「全国調査『戦後日本の家族の歩み』」(略称 NFR-S01)の調査データに対する
統計解析をとおして、それぞれの課題にかかわる命題の妥当性について議論し考察するこ
とをめざしている。そのうえで論者は、詳細な分析から得られた知見に基づき「戦後日本
家族の持続と変容」にかんして、論者自身の理論的視点から大胆な解釈とあらたな問題提
起を行った。 
 
〈本論文の概要〉 
本論文の構成は以下の通りである。本論文は６章からなっており、まず第１章(「視点と
方法」)では、研究目的と意義、方法論的考察、そして本論文で使用するデータの特徴と技
法が提示される。 
第２章と第３章では、いわゆる「核家族化」仮説の検証が行われる。とくに第２章(「核
家族化再考」)では戦後日本家族の変化を記述した最大の仮説的命題というべき「直系家族
制度から夫婦家族制への変化」を取りあげ、データ分析から得た知見に基づいて、「結婚
初期の核家族形成・結婚中期以降の直系家族形成」というあらたなひとつの仮説(前出の命
題の否定)を導出している。 
そして第３章(「現代日本の家族形成システム」)では、仮説検証が順次精細に実施され
る。まず「結婚初期に核家族形成をもたらす要因」の分析が試みられ、つぎに「結婚中期
以降の直系家族形成」の要因分析が行われる。その分析結果として、以下の結論が導かれ
る。すなわち「日本家族は『直系家族制から夫婦家族制へ』と構造的変化を遂げたとはい
えない。……現代日本の家族形成システムの持続と変容は『結婚初期の核家族形成・結婚
中期以降の直系家族形成』というライフコースを辿る『修正拡大家族システム』として要
約できる(pp.205-206)。 
つぎに第４章(「核家族化と主婦化」)では、家族のライフサイクルの段階に則して、「主
婦化」と「パート主婦化」の二つの課題が取りあげられる。まず「主婦化」の概念を操作
的に「結婚前にフルタイム就業を経験した女性たちの就業中断」と定義し、妻の職業歴デ
ータに依拠して時系列分析を行い、就業中断が「育児シフト」(育児期における家族内の労
働の配分の変化)によって主としてもたらされること、そして「育児シフト」の効果が親と
の同居もしくは近居によって緩和される事実をあきらかにする。そしてつぎに、1970年代
における「パート主婦化」――「妻の就業中断後のパートタイム再就業」(操作的定義)―
―出現の要因分析が行われ、「夫の職業と経済成長率の低下に対応して、賃金コストの安
い労働力を求め、工場の地方分散を進めたことが、『パートタイム主婦化』の強力な要因
となり、他方、夫の所得の伸びも縮小させて、妻たちのパート労働市場への参入を後押し
した」とする結論が導きだされる。 
調査データの統計解析による仮説検証の最終章となる第５章(「『成長時代』の終わりと
結婚難」)では、二つの課題(「離婚の増加」と「未婚化」)が取りあげられる。そのさい、
論者は未婚増加の傾向と離婚増加の傾向が「結婚難」というひとつの次元に包摂されると
仮定したうえで、「二つの現象は経済成長の時代の終焉に付随して生じた『結婚難』の二
つの表現型であるとする仮説を提示する。本章での結論は、経済変動が「社会階層要因を
経由して『家族の再生産』の次元に対して働く」ということである。 
以上のような分析と考察を経てのち、第六章で論者は本論文の結論を以下のように概括
している。「日本の核家族がもつ根本的な脆弱性
．．．
と戦後の劇的な社会変動にもかかわらず
保持された日本の拡大家族が有する安定性
．．．
である。この核家族の脆弱性は、高い経済成長
が達成されているときにはかなり緩和されるが、ゼロ成長下では(とくに相対的に低い社会
階層において)決定的なものとなる。他方、日本の拡大家族は経済変動に対して高い柔軟性
を有している」とする。 
 
〈本論文の評価〉 
本論文は、戦後日本家族の持続と変容というテーマに関して、個人(女性〈32 歳～８１
歳〉)ベースのミクロ・キャリアデータを用いて、既婚女性が配偶者また／あるいは自分の
親と同居を開始する時点とその比率を結婚コーホート別に比較検討するという観察可能な
課題に読みかえて検証し、ひとつの妥当な知見を導出している。すなわち「直系家族制か
ら夫婦家族制へ変化」という命題は論者の分析によって支持されず、むしろ「直系家族制
の持続」(「修正拡大家族システム」)傾向が確認されたと論者は推論する。そのうえで、
本論文は「結婚初期の核家族形成・結婚中期以降の直系家族形成」という新しいひとつの
仮説を提示する。さらに論者は、戦後日本社会が「修正拡大家族システム」を、ある意味
で構造化しえたのは、日本「核家族の脆弱性」に起因すると推論する。戦後日本がマクロ
水準での社会経済的変動を経験したにもかかわらず、家族がそのライフコース上経験する
いわゆる「ライフサイクル・スクーイズ」(子育て介護、子どもの教育費、親の介護など)
が修正拡大家族の成立と継続をもたらしているというのである。さらに、近年における国
民経済の不調は修正拡大家族の形成・維持と適合し、しかも若い成人たちの結婚難および
離婚を促進していると論じる。 
論者のこうした結論は、本論文のテーマである「戦後日本家族の持続と変容」にかんし
て、すでに議論の余地のない解答を導きだしているとはとても言えないが、しかし論者の
結論が、追認研究の必要をもふくめて、あらたな問題提起をなしえたことは確かな事実で
ある。 
しかし本論文は、これが掲げたテーマにかかわるすべての課題を解き明かしているわけ
ではない。本論文の結論にたいしてただちに多くの反証、また反論も成りたつことは容易
に察せられる。 
ここでは、以下の点を本論文の問題点ならびに論者の今後の課題としてあえて指摘して
おく。 
(1) 主要には単一の調査データ(「全国調査『戦後日本の家族の歩み』」(略称 NFR-S01))
に基づいて分析および考察がすすめられているので、そのデータの妥当性と信頼性
についてさらに踏み込んだ検討が必要である。 
(2) 本論文は、一回限りの遡及法によって対象者の想起から得られた個人の過去の経験
を、イベント・ヒストリー・データとして入念に再構築している。しかし調査法上
の制約のため、本論文は個人水準の意識や態度、あるいと動機づけにかんするデー
タを入手することができない状態のもとで分析を企て、論文を執筆することを余儀
なくされている。こうしたデータ上の制約が、構造論に偏した解釈をうみだしてい
るのではないかという疑問が生じる。 
(3) 戦後日本家族の変動(と持続)を課題にしているにもかかわらず、取りあげた現象が
「核家族」「主婦化」「パート主婦化」「離婚の増加」、および「未婚化」に限定
されたのはなぜかについて十分な論議がつくされていない。 
(4) 「直系家族制から夫婦家族制への変化」という命題は、主要にはマクロ水準(また
はメゾ水準)での価値、規範、イデオロギーの変化を通時的に言明していると考え
られるが、論者が本論文で実証したのは、主としてミクロ水準での個人の出来事経
験の有無であり、規範、信念あるいは志向性の変化を直接に取りあげるにいたらな
かった。 
それにもかかわらず、本論文は、関連の分野にかんする理論的考察と検証すべき複数の
仮説を提示し、また適切なデータによる手堅い仮説検証を入念に実施し、そして関係する
研究者および学会にあらたな問題提起をなしえたことを総合的に評価し、博士(文学)の学
位を授与するに価するものと判定する。 
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